
県外在住で、テレワークで仕事をしている 39 歳以下の方が移住・Uターンした場合

ひたちテレワーク移住促進助成金　最大 151 万 5千円を支援

直近 10 年間で、東京 23 区に通算５年以上在住・通勤（通学）している方が移住・Uターンした場合

　　　　　　　移住支援金　最大 100 万円を支援

合計　最大 251 万円 5千円を支援
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申�し込み　助成金・支援金の対象となるには、上記以外
にも「各種要件」があります。また、対象となる要件
によって支援額が異なります。

　事前に地域創生推進課にご相談ください。

申請期限　３月15日㈫まで

問合せ　地域創生推進課　内線 532
詳しくはこちら

東京圏から日立市への移住・Ｕターン促進！

12月 30 日㈭まで東京圏の大型ビジョンなどにおいて日立市移住促進PRを実施中です。
詳しくは、日立市移住ポータルサイトをご覧ください。

近年、コロナ禍を契機としたテレワークの普及が追い風となり、東京圏＊の 20 代・30 代の若者世代を中心に地方移
住への関心が高まっています。そこで市では、テレワークで仕事をしている方の移住や日立市出身者のUターンを
支援しています。

＊東京圏とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県を指します。
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広  告 広告内容に関する質問などについては、広告主に直接問い合わせてください。
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